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１．はじめに 

 我が国の原子力発電所の廃止措置は、日本原子力発電（株）の東海発電所が 2001年に、日本原子力研究開

発機構のふげんが 2008年に開始されている。原子力発電所の廃止措置の実施にあたっては、安全確保を大前

提に、周辺環境に配慮し、廃止措置費用を極力低く抑えることが重要である。また、原子力発電所の廃止措置

では、解体技術、除染技術、放射能測定技術、廃棄物の処理処分技術など広範囲な技術が必要となる。このう

ち生体遮蔽壁等の高放射化コンクリート構造物の、放射能レベル区分ごとの分別解体技術は工法が限られてお

り、現状ではワイヤーソーによる切断工法などが考えられている。ワイヤーソー工法は、切断時に廃液、スラ

ッジ等の二次廃棄物が発生することから、二次廃棄物の処理処分に係わる課題解決や発生量の抑制が望まれて

いる。筆者らは、コンクリート構造物解体時に発生する二次廃棄物の量が少ない高電圧放電破砕工法の生体遮

蔽壁解体工事への適用性と効果について検討を行った。本発表では当該工法の適用性と効果の概要を述べる。 

２．高電圧放電破砕工法の概要  

 本工法は、電源から充電器を介してコンデンサに蓄積したエネルギーを、対象物内に挿入した電極棒の先端

で一気に放電させることによってプラズマを生成し、その時に発生する衝撃波により鉄筋コンクリート等の対

象物を破砕する工法である（図 1参照）。 

 電気エネルギーのみを利用し、化学物質や金属などの反応に頼らないことが、これまでの放電技術と異なる

点であり、騒音・振動が少なく、破片の飛散がないこと、また電圧を調整することにより、破砕力を調整する

ことができるため、重要構造物の近傍でも施工できることや、使用する電極が繰り返し利用できる固定電極で

あるため、破砕状況に応じて繰り返し、同じ孔で放電することができるなどの特徴がある。                    

  破砕手順は、図 2に示すように、以下の手順を繰り返す。 

  ①はじめに削岩機等で電極より 1回り大きい削孔径の孔を削孔する。通常は事前に施工しておく。 

  ②水を孔に注入する。クラック等で水が溜まらない場合はゲル化液を入れる。 

  ③電極（プローブ）を孔に挿入し、充電を開始する。充電時間は 1分以内。 

  ④充電が終了したら、放電を行い、対象物を破砕する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

図 1 高電圧放電破砕工法概要             図 2 破砕手順 
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３．検証実験 

 図 3に既設原子力発電所の生体遮蔽壁のモデル図を示す。このモデルの円周方向を 12分割、鉛直方向を 15

分割することを基本として、その 1ブロック（長さ 6m×幅 1.8m×高 1.5m）を模擬して供試体を製作し、高電

圧放電破砕工法によって生体遮蔽壁の解体工事への適用性を検証した（図 5 参照）。実験は、LⅡ領域高電圧

放電破砕⇒LⅡ領域二次破砕⇒LⅢ領域高電圧放電破砕⇒LⅢ領域二次破砕⇒CL 領域高電圧放電破砕⇒CL 領

域二次破砕⇒破砕物のドラム缶・矩形容器への収納の順で実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 生体遮蔽壁のモデル図 

 

 

 

   図 4破砕ブロックと放射化レベル             図 5 実験用供試体の例 

４．実験結果のまとめ 

 検証実験では、高電圧放電破砕および二次破砕の結果から解体のための破砕能力も十分で、LⅡ領域、LⅢ

領域および CL領域の各放射化レベルごとの破砕面の精度（破砕位置と凹凸の程度）が良く、各放射化レベル

の分別も可能であり、高電圧放電破砕工法が既設原子力発電所の生体遮蔽壁解体工事に十分適用できることが

実証できた。破砕物については、ドラム缶と矩形容器への収納実験を行った。ドラム缶への収納は、二次破砕

を行うことで、収納効率を高めることができた。矩形容器への収納は、破砕面の精度を高めることにより、ド

ラム缶より高い収納効率を達成した。また、検証実験結果から現在、生体遮蔽壁の解体工法として考えられて

いるワイヤーソー工法と比較して、生体遮蔽壁解体工事全体で、二次廃棄物であるスラッジ量は約 1/4に、切

削水量は約 1/7に低減可能であった。 

５．今後の課題 

 今後、実際の生体遮蔽壁の解体工事を考えると、以下に示す施工および技術的な課題を検討し、併せて解体

工事全体工程の中での高電圧放電破砕工法による解体順序を検討することで、更なるコスト低減を追求してい

く必要がある。 

  ・昇降式作業架台の構造検討 

  ・解体破砕物の積み込み・搬出などの仮設備の検討 

  ・解体作業における具体的な人員および機械編成 

  ・放射線防護や発生粉塵対策の検討 

  ・目地切り専用のウォールソーの開発 
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